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 特集

インパクト投資で
加速する
脱炭素社会への移行



　
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
を
実
現
す
る
に
は
、
政
府
の
取
り

組
み
だ
け
で
な
く
民
間
企
業
に
よ
る
脱

炭
素
に
向
け
た
投
資
の
加
速
が
不
可
欠

だ
。
温
室
効
果
ガ
ス
を
大
幅
に
削
減
あ

る
い
は
吸
収
す
る
た
め
の
技
術
開
発
を

進
め
、
社
会
イ
ン
フ
ラ
へ
の
実
装
や
産

業
の
変
革
を
加
速
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
取
り

組
む
こ
と
は
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
を
推

進
す
る
こ
と
で
も
あ
る
。

　
政
府
は
21
年
、
経
済
産
業
省
と
関

係
省
庁
が
連
携
し
て
「
2
0
5
0
年

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
伴
う
グ

リ
ー
ン
成
長
戦
略
」
を
策
定
し
た
。

グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
の
推
進
に
は

1
5
0
兆
円
超
の
投
資
が
必
要
と
い

う
試
算
が
あ
る
一
方
で
、
50
年
に
成

長
が
期
待
さ
れ
る
産
業
（
14
分
野
）

に
お
い
て
、
約
2
9
0
兆
円
、
約

1
8
0
0
万
人
の
経
済
効
果
及
び
雇

用
創
出
効
果
が
見
込
ま
れ
る
と
い
う
予

測
も
出
て
い
る
。

　
素
材
や
部
品
・
製
品
と
と
も
に
物

流
・
交
通
な
ど
イ
ン
フ
ラ
に
お
け
る
脱

炭
素
の
実
現
や
、
産
業
・
経
済
活
動
に

不
可
欠
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
脱
炭
素

に
向
け
た
取
り
組
み
も
重
要
な
グ
リ
ー

ン
成
長
分
野
だ
。

　
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
を
遅
滞
な
く
推

進
す
る
た
め
、
脱
炭
素
の
取
り
組
み

を
支
え
る
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
企
業
が

E
S
G
投
資
を
拡
大
し
て
産
業
構
造

の
転
換
を
後
押
し
す
る
技
術
開
発
や
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
す
る
よ
う
な
社

会
へ
の
転
換
が
必
要
だ
。
企
業
に
は
脱

炭
素
の
取
り
組
み
を
加
速
す
る
た
め
、

50
年
に
向
け
た
長
期
目
標
を
置
い
て

バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
ト
に
よ
る
中
期
目
標
を

設
定
す
る
こ
と
も
求
め
ら
れ
る
。

　
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
て

山
積
す
る
課
題
に
対
応
す
る
こ
と
は
、

産
業
全
体
の
変
革
に
よ
る
最
適
化
を
通

じ
て
、
よ
り
効
率
の
良
い
低
炭
素
社
会

を
構
築
す
る
絶
好
の
機
会
で
も
あ
る
。

　
グ
ロ
ー
バ
ル
で
拡
大
す
る
脱
炭
素
関

連
市
場
で
、
新
た
な
成
長
産
業
や
事
業

を
創
出
す
る
大
き
な
チ
ャ
ン
ス
で
も
あ

る
の
だ
。

社
会
課
題
解
決
に
資
す
る

イ
ン
パ
ク
ト
投
資
の
重
要
性

　
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
取
り
組

み
な
ど
社
会
全
体
の
課
題
解
決
に
資
す

る
と
し
て
市
場
が
拡
大
し
て
い
る
の

が
「
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
」
だ
。
イ
ン
パ

ク
ト
投
資
で
主
導
的
な
役
割
を
果
た

し
て
い
るG

lobal Im
pact Investing 

N
etw

ork

（
G
I
I
N
）
に
よ
る
と

「
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
は
、
財
務
的
な
リ

タ
ー
ン
と
並
行
し
て
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
で

測
定
可
能
な
社
会
的
・
環
境
的
イ
ン
パ

ク
ト
を
生
み
出
す
こ
と
を
意
図
し
て
行

う
投
資
」
と
定
義
さ
れ
て
い
る
。

　「
イ
ン
パ
ク
ト
」
は 

事
業
や
活
動
の

結
果
と
し
て
生
じ
た
、
社
会
的
・
環
境

的
な
変
化
や
効
果
（
短
期 
・
長
期
を

問
わ
な
い
）
を
指
す
。 

「
リ
ス
ク
」
と

「
リ
タ
ー
ン
」
と
い
う
2
つ
の
軸
で
価

値
判
断
さ
れ
て
き
た
投
資
に
、
新
た
に

イ
ン
パ
ク
ト
と
い
う
第
3
の
軸
が
取
り

入
れ
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
人
々
や
地
球
に
よ
り
良
い
影
響
を

与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
／
イ
ン
パ

ク
ト
・
エ
コ
ノ
ミ
ー
を
推
進
す
る
グ

ロ
ー
バ
ル
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
組
織
の

G
SG

 Im
pact

は
、
全
て
の
投
資
、
ビ

ジ
ネ
ス
、
政
府
の
意
思
決
定
に
お
い
て

リ
ス
ク
と
リ
タ
ー
ン
だ
け
で
な
く
イ

ン
パ
ク
ト
も
考
慮
さ
れ
る
よ
う
、
金

融
シ
ス
テ
ム
変
革
に
取
り
組
ん
で
い

る
。
一
般
財
団
法
人
社
会
変
革
推
進
財

団
（
S
I
I
F
）
は
、「
日
本
に
お
け

る
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
の
現
状
と
課
題
」 

と
い
う
調
査
レ
ポ
ー
ト
を
毎
年
発
行
し

て
い
る
。
調
査
レ
ポ
ー
ト
で
は
用
語
を

整
理
し
、
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
は
「
意
図

（IN
T
EN

T
IO

N
A
LIT

Y

）」「
財
務
的

リ
タ
ー
ン
（IN

V
EST

M
EN

T

 W
IT
H

 

R
ET

U
R
N

 EX
PEC

T
A
T
IO

N
S

）」

「
広
範
な
財
務
的
リ
タ
ー
ン
と
ア
セ
ッ

ト
ク
ラ
ス
（R

AN
G
E O

F R
ET

U
R
N

 

EX
PEC

T
A
T
IO

N
S A

N
D

 A
SSET

 

C
L
A
SSE

S

）」「
イ
ン
パ
ク
ト
測
定

（IM
PA

C
T

 M
EA

SU
R
EM

EN
T

）」

財
務
リ
タ
ー
ン
と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な

社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
創
出

インパクト投資を構成する4つの要素

意図
INTENTIONALITY

1

財務的リターン
INVESTMENT WITH RETURN 

EXPECTATIONS

2

広範な財務的リターンと
アセットクラス

RANGE OF RETURN EXPECTATIONS AND 
ASSET CLASSES

3

インパクト測定
IMPACT MEASUREMENT

4

出所：『日本におけるインパクト投資の現状と課題 2023年度
調査』（一般財団法人社会変革推進財団（SIIF）発行／GSG国
内諮問委員会 監督） 1

IMPACT FINANCE

投資残高は11.5兆円超

インパクト投資で
加速する
脱炭素社会への移行

特集

カーボンニュートラルの実現には官民合わせて巨額の投資が必要だ。
財務的なリターンと同時に、ポジティブで測定可能な
社会的・環境的インパクトを生み出す意図を持って行う「インパクト投資」の
拡大が企業の技術開発やイノベーションを促進する。
グリーン成長戦略に資する技術やインフラへの投資など成長分野に対して
官民の資金供給の担い手を増やしていくことが
脱炭素社会への移行を加速することになる。

監修＝大和総研金融調査部ESG調査課長 主任研究員 太田珠美氏　構成＝小槌健太郎
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S
I
I
F
で
は
、
2
0
2
3
年

度
の
日
本
の
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
残
高

を
11
兆
5
4
1
4
億
円
（
前
年
比

1
9
7
%
）
と
発
表
し
て
い
る
。

こ
れ
はG

SG

 Im
pact Japan

が
実

施
し
た
「
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
に
関
す

る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（
2
0
2
3

年
）」
に
回
答
し
た
組
織
の
う
ち
、
要

件
を
満
た
す
58
組
織
の
投
資
残
高
を

合
計
し
た
も
の
で
、
22
年
度
調
査
の

5
兆
8
4
8
0
億
円
か
ら
ほ
ぼ
倍
増

し
た
。

　
国
内
の
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
が
大
き
く

拡
大
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、
大
和
総
研

金
融
調
査
部
E
S
G
調
査
課
長 

主
任

研
究
員
の
太
田
珠
美
氏
は
「
銀
行
が
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
イ
ン
パ
ク
ト
ロ
ー
ン
に
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
大
き
な

要
因
」
と
見
る
。

　
S
I
I
F
の
調
査
レ
ポ
ー
ト
で

は
、
1
：
新
規
参
入
よ
り
イ
ン
パ
ク
ト

投
資
を
実
施
し
た
こ
と
が
あ
る
組
織
の

ト
投
資
が
限
定
さ
れ
て
い
る
の
は
「
投

資
を
通
じ
た
イ
ン
パ
ク
ト
の
測
定
と
評

価
が
難
し
く
、
イ
ン
パ
ク
ト
の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
を
行
う
リ
ソ
ー
ス
が
不
足
し
て

い
る
」（
太
田
氏
）
こ
と
な
ど
が
要
因

だ
。

　
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
を
実
施
し
て
期
待

す
る
成
果
が
出
な
か
っ
た
場
合
の
対
応

が
難
し
く
、
イ
ン
パ
ク
ト
が
確
実
に
出

る
と
見
込
ま
れ
る
分
野
へ
の
投
資
に
偏

り
が
ち
だ
。
投
資
規
模
の
大
き
い
年
金

基
金
の
場
合
、
経
済
的
な
リ
タ
ー
ン
を

第
一
義
的
な
目
的
に
し
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
環
境
や
社
会
に
対
す
る
イ
ン
パ
ク

ト
増
大
を
第
一
義
的
な
投
資
目
的
に
し

に
く
か
っ
た
点
も
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
が

限
定
さ
れ
て
い
た
要
因
だ
。

　
24
年
6
月
21
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

政
府
の
成
長
戦
略
「
新
し
い
資
本
主
義

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画

2
0
2
4
年
改
訂
版
」
で
は
、「
社
会

課
題
解
決
と
い
う
目
標
に
向
け
て
、
イ

ン
パ
ク
ト
投
資
手
法
を
確
立
さ
せ
、
成

長
分
野
に
対
す
る
官
民
の
資
金
供
給
の

担
い
手
を
拡
大
さ
せ
て
い
く
こ
と
で
、

社
会
課
題
の
解
決
が
新
た
な
市
場
と
し

て
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
拡
大
す
る
仕

組
み
づ
く
り
を
進
め
、
マ
ル
チ
ス
テ
ー

ク
ホ
ル
ダ
ー
型
企
業
社
会
を
推
進
す

る
」
と
し
た
。

　
同
時
に
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立

行
政
法
人
（
G
P
I
F
）
な
ど
の
投

資
に
つ
い
て
も
「
イ
ン
パ
ク
ト
を
含
む

非
財
務
的
要
素
を
考
慮
す
る
こ
と
は
、

E
S
G
の
考
慮
と
同
様
、『
他
事
考

慮
』
に
当
た
ら
な
い
」
と
し
て
い
る
。

G
P
I
F
や
共
済
組
合
連
合
会
が
、

こ
う
し
た
整
理
を
踏
ま
え
て
イ
ン
パ
ク

ト
投
資
な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

　
政
府
の
後
押
し
も
あ
り
、
イ
ン
パ
ク

ト
投
資
市
場
は
今
後
も
拡
大
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
。

投
資
拡
大
が
目
立
つ
、
2
：
新
規
・
既

存
と
も
に
前
年
度
か
ら
の
増
加
額
の
多

く
は
銀
行
・
生
保
が
占
め
る
と
指
摘

し
て
い
る
。
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
の
ア

セ
ッ
ト
ク
ラ
ス
の
内
訳
を
見
る
と
、
投

資
残
高
ベ
ー
ス
で
融
資
（
43
%
）
と

上
場
株
式
（
23
%
）
の
合
計
が
全
体

の
66
%
を
占
め
て
い
る
。
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
企
業
な
ど
も
含
む
非
上
場
株
式

は
、
過
半
数
の
組
織
の
合
計
で
も
投
資

残
高
が
3
%
と
少
な
く
、
投
資
規
模

で
は
融
資
・
上
場
株
式
に
集
中
す
る
。

　
一
方
G
I
I
N
に
よ
る
と
、
全
世

界
の
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
残
高
は
22
年

の
デ
ー
タ
で
は
1
・
2
兆
ド
ル
（
約

1
8
0
兆
円
）
で
、
日
本
は
拡
大
の
余

地
が
大
き
い
。

　
現
時
点
で
日
本
に
お
い
て
イ
ン
パ
ク

と
い
う
4
つ
の
要
素
で
構
成
さ
れ
る
と

し
て
い
る
。

　
つ
ま
り
、
投
資
家
が
投
資
活
動
を
通

じ
て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
イ
ン
パ
ク
ト
の
創

出
を
意
図
し
て
お
り
、
イ
ン
パ
ク
ト
の

創
出
の
み
な
ら
ず
、
投
資
を
通
じ
た
財

務
的
な
リ
タ
ー
ン
獲
得
を
目
指
す
の
が

イ
ン
パ
ク
ト
投
資
だ
。

　「
広
範
な
財
務
的
リ
タ
ー
ン
と
ア

セ
ッ
ト
ク
ラ
ス
」
と
は
、
投
資
（
株

式
・
債
券
）、
融
資
、
リ
ー
ス
な
ど
財

務
的
リ
タ
ー
ン
を
求
め
る
一
切
の
金
融

取
引
が
対
象
で
、

市
場
を
下
回
る

（
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ナ

リ
ー
と
呼
ば
れ
る
こ

と
も
あ
る
）
も
の
か
ら
、

リ
ス
ク
調
整
後
の
市
場
レ
ー
ト
ま
で

幅
広
い
リ
タ
ー
ン
を
目
標
と
し
、
特
定

の
ア
セ
ッ
ト
へ
の
投
資
に
限
定
さ
れ
な

い
こ
と
を
意
味
す
る
。
投
資
活
動
の
結

果
に
生
じ
る
社
会
的
・
環
境
的
な
変
化

を
把
握
で
き
、
価
値
判
断
を
加
え
る
活

動
を
実
施
す
る
こ
と
も
重
要
な
要
素
だ
。

インパクト投資に関する用語解説

インパクト投資市場の参加者
インパクト投資を構成するプレーヤーは、金融商品に投資を行い、リスクの許容度に応じて資金
を供給する「資金供給者」、インパクト投資に関する商品を設計、販売・仲介し、投資を実行する「金
融仲介者」、事業者の成長支援や評価を担う「非金融仲介者」、事業を生み出し、社会的・経済
的価値を拡大させる意思を持つ企業やアントレプレナー等の「資金需要者」、市場形成や成長に向
けた土壌づくりを担う「政府・メディア、大学・学術機関等」で構成される。

SDGs Impact

国連開発計画（UNDP）のフラッグシップイニシアチブ。SDGsの達成に向けて、プライベートセク
ターの資本を特に途上国に還流させることを目的に立ち上げられた。「SDGs Impact Steering 
Group」として、GSG Impactを含む複数の団体が加盟している。SDGs Impact Practice 
Standardの作成、SDGs Impact Seal（いわゆる認証制度）の立ち上げ、研修などを実施している。

インパクト測定・マネジメント

Impact Measurement and Management（IMM）の日本語表記。企業のビジネス上の活動が人や
地球に与えるポジティブとネガティブの両面での影響を特定し、事業活動の目的と整合させながらネ
ガティブな影響を低減して、ポジティブな影響を最大化する方法を見出し、実践するプロセスを指す。

インパクト投資（インパクトファイナンス）に関する基本的指針

インパクト投資等に関する検討会（座長：柳川範之 東京大学大学院経済学研究科教授）が行って
きた「インパクト投資」の基本的意義や考え方、拡大に向けた方策などの議論を踏まえて、金融
庁がとりまとめ、2024年3月29日に公表された。

インパクトコンソーシアム

社会課題へのインパクト創出を通じて経済・社会の持続可能性の向上を実現するため、投資家・
金融機関、企業、自治体等の関係者にとっての対話の場として、2023年11月28日に設立された。

インパクト志向金融宣言

金融機関の存在目的は包括的にインパクトを捉えて環境・社会課題解決に導くことという思いを
持つ複数の金融機関が協同し、インパクト志向の投融資の実践を行うイニシアチブ。2024年9月1
日現在、署名金融機関74、署名協力機関6、賛同機関11、特別賛同機関1、特別協賛機関1。

年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

厚生労働省所管の独立行政法人。厚生年金と国民年金の積立金の管理・運用を行う。 株式、
債券など広く分散投資しており、2023年度第2四半期時点の運用資産額は219兆3177億円。投
資判断においてESG投資は、長期的なリスクを軽減し、中長期的な収益向上につながることから、
年金運用の本来の目的に資するとしている。一方、インパクト投資については収益の向上と社会的・
環境的効果の相関が不明瞭であることから、GPIFの投資対象にはしないとの見解を示してきた。

GX経済移行債

日本政府が2024年２月に発行した、世界初となる政府によるトランジションボンド。今後10年
間で20兆円程度発行される予定。2050年カーボンニュートラル実現のため150兆円を超える投
資が必要とされ、20兆円はその先行投資支援に使われる。GX経済移行債の円滑な発行のため、
投資効果に対するインパクト・レポートによる定期報告が検討されている。

Global Impact Investing Network（GIIN）

インパクト投資の拡大と成果向上を目的に2009年に設立された。世界全体のインパクト投資に
関する知見共有やインパクト投資家のネットワーク構築を担う。インパクト評価に関しても指標カ
タログとしてIRIS及びIRIS+を作成し、数年にわたりアップデートを重ねてきた。日本からは、社
会変革推進財団（SIIF）を含む複数の組織がGIINの正式メンバーとして加盟している。

日
本
の
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
残
高
は

前
年
比
倍
増
の

11
兆
5
4
1
4
億
円

非上場株式

債券

融資

上場株式

その他

インパクト投資のアセットクラス

2
回答組織数ベース（n＝50）

インパクト投資残高ベース
（AUM＝4,389,716 百万円）

58%

36%

30%

28%

28%

3%

43%

20%

23%

11%

銀行・信託銀行・
信組・信金

ベンチャーキャピタル
（コーポレートVCを含む）

運用機関

リース・ノンバンク

証券

保険会社

その他団体

財団

プライベートイクイティ

年金基金

政府系開発・金融機関

インパクト投資の取り組み組織の業種  

22%

22%

15%

2%

2%

12%

10%

7%

5%

2%
2%

IMPACT FINANCEインパクト投資で加速する
脱炭素社会への移行

特集

出所:『日本におけるインパクト投資
の現状と課題 2023年度調査』（一般
財団法人社会変革推進財団（SIIF）
発行／GSG国内諮問委員会 監督）
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の
活
動
を
財
務
面
・
金
銭
面
か
ら

支
援
す
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
る
。

投
資
家
は
ど
の
よ
う
な
イ
ン
パ
ク
ト

を
生
み
出
し
た
い
か
明
確
な
「
意

図
（IN

T
EN

T
IO

N
A
LIT

Y
）」
を
持

ち
、
投
資
先
が
創
出
し
得
る
イ
ン
パ
ク

ト
を
想
定
し
た
上
で
投
資
を
決
定
す
る
。

　
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
で
は
、
目
標
の
実

現
状
況
や
対
象
の
課
題
解
決
の
状
況
な

ど
、
定
量
的
な
指
標
の
設
定
、
定
性
的

な
評
価
や
事
例
の
紹
介
な
ど
も
交
え
て

定
点
観
測
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。 

　
投
資
先
の
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
を
報
告

す
る
の
が
イ
ン
パ
ク
ト
・
レ
ポ
ー
ト

だ
。
資
金
提
供
者
や
事
業
の
支
援
者
、

組
織
の
ス
タ
ッ
フ
、
事
業
の
受
益
者
な

ど
様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
向
け

て
、
事
業
評
価
を
報
告
す
る
。

　
ど
の
よ
う
な
社
会
課
題
の
解
決
を
目

指
し
（
事
業
目
標
）、
ど
う
取
り
組
み

（
ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
な
ど
）、
具
体
的
に

何
を
行
い
（
活
動
内
容
）、
何
を
成
し

遂
げ
た
か
（
成
果
・
ア
ウ
ト
カ
ム
）
と

い
っ
た
こ
と
を
記
載
す
る
。
目
標
と
し

た
指
標
に
照
ら
し
合
わ
せ
た
デ
ー
タ
分

析
や
、
ア
ウ
ト
カ
ム
達
成
へ
の
当
該
事

業
の
貢
献
度
の
検
討
、
評
価
か
ら
の
学

び
や
、
今
後
の
改
善
の
た
め
の
教
訓
な

ど
を
振
り
返
る
も
の
だ
。

　
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
が
イ
ン
パ
ク
ト

投
資
市
場
の
拡
大
を
後
押
し
し
、
よ
り

良
い
社
会
の
実
現
を
促
す
。

　
日
本
に
お
け
る
イ
ン
パ
ク
ト
投
資

は
、
銀
行
・
信
託
銀
行
・
信
組
・
信
金

や
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
、
資
産
運

用
会
社
、
保
険
会
社
と
い
っ
た
多
様
な

業
種
が
担
っ
て
い
る
。

　
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
に
イ
ン
パ
ク

ト
投
資
を
実
施
す
る
際
は
、
企
業
価
値

を
高
め
な
が
ら
社
会
に
役
立
つ
イ
ン
パ

ク
ト
を
生
み
出
せ
る
か
ど
う
か
が
重
要

だ
。
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
フ
ァ
ン
ド
を
運

用
す
る
機
関
投
資
家
に
お
い
て
は
、
社

会
的
価
値
と
経
済
的
価
値
の
創
出
を
実

現
で
き
る
投
資
先
を
見
極
め
、
イ
ン
パ

ク
ト
評
価
を
投
資
成
果
と
し
て
重
視
す

る
投
資
家
か
ら
資
金
を
集
め
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

　
政
府
の
成
長
戦
略
「
新
し
い
資
本

主
義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実

行
計
画
2
0
2
4
年
改
訂
版
」
で

は
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な
ど

に
関
連
し
た
技
術
な
ど
を
持
つ
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
支
援
に
関
し

て
「
イ
ン
パ
ク
ト
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

（
社
会
的
起
業
家
）
の
認
証
制
度
や
支

援
す
る
金
融
の
枠
組
み
を
含
め
て
、

（
中
略
）
イ
ン
パ
ク
ト
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
に
対
す
る
総
合
的
な
支
援
策
を
推

進
す
る
」
と
記
し
た
。

イ
ン
パ
ク
ト
を
生
み
出
す

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
を
支
援

　
S
I
I
F
の
調
査
レ
ポ
ー
ト
で
は
、

投
資
先
に
つ
い
て
見
る
と
、
回
答
組

織
数
は
「
健
康
／
医
療
」（
65
%
）
が

最
も
多
く
、
次
い
で
「
気
候
変
動
の

緩
和
（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
）」

（
43
%
）、
地
域
活
性
化
や
安
全
・
平
和

な
ど
、
い
ず
れ
の
選
択
肢
に
も
該
当
し

な
い 「
そ
の
他
」（
43
%
）
が
多
か
っ
た
。

　
投
資
残
高
で
は
「
そ
の
他
」（
44
%
）

が
最
も
多
く
、
次
い
で
「
気
候
変
動

の
緩
和
（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
）」

（
36
%
）
が
多
か
っ
た
。
イ
ン
パ
ク
ト

投
資
の
資
金
が
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
の
取
り
組
み
に
流
れ
始
め
て
い
る

こ
と
が
見
て
取
れ
る
。

　
大
和
総
研
の
太
田
氏
は
「
気
候
変
動

テ
ー
マ
の
場
合
、
C
O
2
排
出
量
の
削

減
な
ど
が
分
か
り
や
す
い
指
標
と
し
て

測
定
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
生
物
多
様
性

な
ど
を
含
め
た
包
括
的
な
イ
ン
パ
ク
ト

評
価
は
難
し
い
」
と
指
摘
す
る
。

　
イ
ン
パ
ク
ト
投
資
の
案
件
を
増
や
し

て
社
会
課
題
を
解
決
し
て
い
く
に
は
、

イ
ン
パ
ク
ト
の
測
定
方
法
や
事
業
評
価

等
の
各
種
指
針
に
基
づ
い
て
イ
ン
パ
ク

ト
を
創
出
す
る
企
業
を
特
定
し
や
す
く

し
、
投
資
家
の
「
イ
ン
パ
ク
ト
ウ
ォ
ッ

シ
ュ
」（
実
態
の
伴
わ
な
い
イ
ン
パ
ク

ト
を
見
せ
か
け
る
こ
と
）
へ
の
懸
念
に

も
応
え
る
必
要
が
あ
る
。

　
社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
創
出
す
る

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
（
イ
ン
パ
ク
ト

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
）
に
対
す
る
認
知
向

上
や
支
援
の
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、

経
済
産
業
省
が
推
進
す
る
の
が
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
企
業
の
育
成
支
援
プ
ロ
グ
ラ

ム
「J-Startup

」
だ
。

　
2
0
2
3
年
10
月
に
は
、
潜
在
力

の
高
い
イ
ン
パ
ク
ト
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
に
官
民
一
体
で
集
中
支
援
を
行
う

「J-Startup Im
pact

」
が
新
設
さ
れ
、

ロ
ー
ル
モ
デ
ル
に
な
る
こ
と
が
期
待
さ

れ
る
30
社
を
選
定
し
た
。

　
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
や
ア
ク
セ

ラ
レ
ー
タ
ー
、
大
企
業
の
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
担
当
部
門
な
ど
が
、
日
本
の
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
約
1
万
社
の
中
か

ら
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
を
推
薦
し

た
。
外
部
審
査
委
員
会
が
評
価
を
行
っ

て
、
厳
正
な
審
査
の
末
に
選
ば
れ
た
企

業
をJ-Startup

企
業
と
し
て
選
定
し
て

い
る
。

　
政
府
が
国
内
外
の
投
資
家
を
呼
び
込

む
環
境
を
整
え
、
官
民
で
イ
ン
パ
ク
ト

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
海
外
進
出
の
事
例

増
加
に
力
を
入
れ
る
。
さ
ら
に
イ
ン
パ

ク
ト
市
場
拡
大
に
向
け
て
、
公
的
機
関

と
民
間
機
関
が
連
携
し
、
エ
ク
イ
テ
ィ

投
資
の
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
く
方

針
だ
。

新
た
な
投
資
を
呼
び
込
む

イ
ン
パ
ク
ト
・
レ
ポ
ー
ト
作
成

　
企
業
に
対
す
る
投
資
は
、
投
資
先

　インパクト投資は、社会や環境にポジ
ティブな影響を与えることを目的とする
投資手法であり、日本では GSG Impact 
JAPANや社会変革推進財団などが地道
な普及・啓発活動を続けてきた。2021
年以降は、岸田文雄前首相がインパクト
スタートアップの支援を表明し、インパ
クト投資（インパクトファイナンス）に
関する基本的指針策定などの政策を打ち
出したことで、世間的な関心が高まった。
　インパクト投資のアセットクラスは多
様であるが、日本では銀行がポジティブ
インパクトローンに積極的に取り組んで
いる。そのため、海外に比べ融資の比率
が高いのが特徴の一つと言えるだろう。

インパクト投資に限った話ではないが、
ベンチャーやスタートアップといわれる

規模の企業に対するリスク性資金の供給
を増やしていくことが重要だ。
　インパクト投資が普及しない理由の一
つに、インパクトの測定や評価が難しい
ことが挙げられる。また、年金基金は経
済的リターンを優先する必要があり、イ
ンパクト投資に取り組みにくい面があ
る。欧米諸国では富裕層が設立した財団
やファミリーオフィス（富裕層の投資管
理と資産管理を行う非公開会社）がイン
パクト投資を行うケースも多い。日本に
おいても、投資家の裾野を広げていく必
要があるのではないか。

カーボンニュートラルの達成に貢献するインパクト投資の重要性

2003年慶應義塾大学法学部法律学科卒業後、
大和証券入社、05年経営企画部で事業継続計画
の策定、法令諸規則改正時の社内対応等を担
当、09年早稲田大学大学院ファイナンス研究科
ファイナンス専攻　専門職学位課程修了（ファ
イナンス修士）、10年大和総研へ転籍、日本株
式市場を調査、11年金融・資本市場、コーポレー
トファイナンス担当、19年金融・資本市場、サ
ステナブルファイナンスを担当し、現在に至る

大和総研金融調査部
ESG調査課長 主任研究員

太田珠美 氏  

Tamami Ota  

投
資
市
場
の
増
大
に
向
け
て

イ
ン
パ
ク
ト
の
測
定
が
カ
ギ

インパクト投資先の分野 

3

出所：「インパクト投資に関するアンケート調査（2023年）」（GSG国内諮問委員会）

その他 43%

44%

気候変動の緩和
（再生可能エネルギー等）

43%

36%

健康 / 医療
（医療・介護関連サービス、ワクチン開発など）

65%

7%

インフラ整備 / 都市開発
（効率的なインフラ、スマートコミュニティなど）

35%

4%

環境保全
（持続可能な海洋資源、森林管理、土地利用など）

37%

1%

質の高い教育・子育て
（学校・教育サービスなど）

35%

1%

中小企業支援
（雇用創出、起業、生産性向上など）

33%

1%

女性活躍推進
（女性向けの医療や教育、家事サービスなど）

33%

1%

金融サービス
（マイクロファイナンス以外）

22%

1%

気候変動への適応
（大雨、洪水、高潮、高熱対策、災害対応など）

17%

1%

マイクロファイナンス 17%

1%

文化芸術
（コミュニティ支援、芸術活動支援、文化保全など）

22%

0%

水資源確保 / 衛生
（上下水道、水質浄化技術、衛生設備など）

20%

0%

住宅供給
（空き家問題、仮設住宅など）

15%

0%

IT、先端技術
（情報通信、新技術の開発など）

26%

2%

食糧の安定確保 / 持続可能な農業
（栄養改善技術、農業生産性向上など）

39%

0%

回答組織数ベース（n＝46） インパクト投資残高ベース（AUM＝3 ,567,892 百万円）

IMPACT FINANCEインパクト投資で加速する
脱炭素社会への移行

特集
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9 8

熱
性
を
実
現
す
る
と
同
時
に
、
燃
費
を
向

上
さ
せ
る
た
め
の
軽
量
化
に
も
寄
与
す
る

ワ
イ
ヤ
ー
ハ
ー
ネ
ス
を
採
用
す
る
こ
と
が

自
動
車
メ
ー
カ
ー
の
競
争
力
に
も
つ
な
が

る
の
で
す
。

使
用
電
力
の
再
エ
ネ
化
推
進

　

社
会
全
体
で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

の
実
現
に
向
け
て
、
様
々
な
施
策
が
取
り

組
ま
れ
る
中
で
、
大
企
業
だ
け
で
な
く
中

小
企
業
で
も
脱
炭
素
の
取
り
組
み
が
重
要

に
な
っ
て
き
て
い
る
と
認
識
し
て
い
ま

す
。
当
社
が
直
接
排
出
す
る
温
室
効
果

ガ
ス
を
2
0
3
0
年
ま
で
に
18
年
度
比

50
％
を
削
減
す
る
と
い
う
目
標
を
掲
げ
、

事
業
に
お
け
る
C
O
2
排
出
量
削
減
の
取

り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

こ
の
10
年
ほ
ど
は
夏
の
猛
暑
や
ゲ
リ
ラ

豪
雨
、
暖
冬
な
ど
地
球
温
暖
化
に
伴
う
気

候
変
動
に
つ
い
て
頻
繁
に
報
じ
ら
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。
当
社
の
工
場
で
は
夏

の
熱
中
症
対
策
と
し
て
、
冷
却
フ
ァ
ン
付

き
の
作
業
着
を
着
用
し
た
り
、
ス
ポ
ー
ツ

ド
リ
ン
ク
を
配
布
し
た
り
し
て
い
ま
す
。

以
前
か
ら
使
用
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
削
減
に

努
め
て
き
ま
し
た
が
、
気
候
変
動
の
影
響

を
身
近
に
感
じ
る
よ
う
に
な
り
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
対
策
を
一
層
強
化
し
な
け
れ
ば
い
け

な
い
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

　

当
社
は
工
業
団
地
内
に
本
社
と
工
場
が

あ
り
、
鉄
工
団
地
協
同
組
合
が
東
京
電
力

か
ら
購
入
し
た
特
別
高
圧
の
電
力
を
分
配

さ
れ
て
い
ま
す
。
製
造
機
械
の
製
造
に
は

発
注
し
ま
し
た
。

　

太
陽
光
発
電
は
発
電
し
た
分
だ
け
使
用

電
力
を
ク
リ
ー
ン
電
力
に
置
き
換
え
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
現
在
1
0
0
キ
ロ

ワ
ッ
ト
の
パ
ネ
ル
を
設
置
し
、
晴
天
の
時

間
帯
で
あ
れ
ば
使
用
電
力
の
約
50
%
を

太
陽
光
発
電
で
賄
え
ま
す
。

　

太
陽
光
発
電
に
取
り
組
ん
だ
こ
と
で
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
貢
献

す
る
と
と
も
に
取
引
先
か
ら
の
脱
炭
素
へ

の
要
請
に
も
応
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

太
陽
光
パ
ネ
ル
の
初
期
投
資
は
十
数
年
で

元
が
取
れ
る
ほ
か
、
国
や
県
か
ら
の
補
助

金
も
得
ら
れ
ま
す
。
工
場
の
屋
根
に
パ
ネ

ル
を
設
置
し
た
た
め
遮
熱
効
果
も
生
ま

れ
、
一
石
数
鳥
の
取
り
組
み
だ
と
自
負
し

て
い
ま
す
。

　

今
後
も
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
増
設
を
視
野

に
入
れ
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
へ
の

取
り
組
み
を
継
続
し
、
脱
炭
素
社
会
の
実

現
に
貢
献
し
て
い
き
ま
す
。

　

静
岡
県
富
士
宮
市
に
本
社
を
置
く
大

宮
精
機
は
、
1
9
3
9
年
の
創
業
以
来

培
っ
て
き
た
電
線
被
覆
装
置
や
押
出
機
の

製
造
に
お
け
る
長
年
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
生
か

し
、
電
線
製
造
機
械
や
医
療
用
チ
ュ
ー

ブ
押
出
成
型
ラ
イ
ン
、
医
療
用
ガ
イ
ド
ワ

イ
ヤ
ー
焼
成
装
置
な
ど
の
設
計
・
製
造
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　

特
に
需
要
が
大
き
い
の
が
自
動
車
分
野

で
す
。
自
動
車
に
は
各
種
部
品
に
対
し
て

電
源
を
供
給
し
た
り
、
信
号
を
伝
送
す
る

た
め
に
多
く
の
電
線
が
使
用
さ
れ
て
い

て
、
普
通
自
動
車
で
は
重
量
で
約
20
㎏
、

長
さ
で
約
2
㎞
の
電
線
が
使
用
さ
れ
て
い

ま
す
。
電
線
を
組
み
合
わ
せ
た
も
の
が
ワ

イ
ヤ
ー
ハ
ー
ネ
ス
で
す
。
車
体
内
部
に
は

人
間
の
神
経
や
血
管
の
よ
う
に
電
線
が
張

り
巡
ら
さ
れ
て
お
り
、
ワ
イ
ヤ
ー
ハ
ー
ネ

ス
は
自
動
車
を
製
造
す
る
上
で
不
可
欠
な

部
品
で
す
。
当
社
が
提
供
す
る
電
線
製
造

用
機
械
は
、
こ
う
し
た
高
性
能
な
電
線
の

製
造
に
欠
か
せ
な
い
製
造
機
械
で
す
。

　

自
動
車
に
対
す
る
安
全
性
、
環
境
配

慮
、
低
燃
費
性
な
ど
へ
の
要
求
は
年
々
高

ま
っ
て
い
ま
す
。
電
気
自
動
車
（
E
V
）

を
駆
動
す
る
際
の
大
電
流
に
も
耐
え
、
駆

動
時
に
発
生
す
る
電
磁
波
の
遮
断
や
高
耐

L
E
D
化
、
省
エ
ネ
空
調
・
建
屋
気
密

化
な
ど
を
実
施
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

を
削
減
し
て
き
ま
し
た
。
た
だ
、
省
エ
ネ

の
推
進
だ
け
で
は
限
界
が
あ
り
、
今
ま
で

以
上
に
大
幅
な
電
力
使
用
量
の
削
減
は
困

難
で
す
。
目
標
に
掲
げ
る
温
室
効
果
ガ
ス

50
%
削
減
に
大
き
く
貢
献
す
る
の
が
太

陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
で
す
。

　

24
年
か
ら
全
量
自
家
利
用
の
太
陽
光
発

電
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
ま
し
た
。
23
年
8

月
に
商
談
し
て
導
入
を
即
決
し
、
す
ぐ
に

窒
化
処
理
し
て
硬
化
す
る
工
程
が
あ
り
、

電
炉
で
1
週
間
近
く
5
0
0
℃
以
上
の

高
温
で
熱
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の

過
程
で
停
電
が
起
こ
る
と
、
硬
度
が
足
り

ず
製
品
と
し
て
未
完
成
に
な
っ
て
し
ま
い

ま
す
。
電
力
が
安
定
的
に
供
給
さ
れ
る
こ

と
は
、
当
社
が
事
業
を
持
続
す
る
た
め

に
、
と
て
も
重
要
で
す
。

太
陽
光
発
電
で
50
%
の
電
力
賄
う

　

省
エ
ネ
設
備
の
導
入
や
全
社
の
照
明
の

―Vol.04

構成＝小槌健太郎　写真＝吉澤咲子

大
宮
精
機

（出所：大宮精機）

太陽光発電システムによる再エネ電力を増やしていくことで、30年に事業を通じて排出される
温室効果ガスを18年度比50%削減することを目標にしている

（年）

年間電力使用量
（kw/h）

2013

300,000

400,000

500,000

600,000

2014 2018 2019 2020 2021 2023 2024 2030

大宮精機の年間電力使用量の推移

太陽光発電システムを導入
脱炭素に向けた取り組みが加速

2030年までに自社が排出する温室効果ガスの18年度比50％減の目標を掲げ、
取り組みを進めている。太陽光パネルを設置したことで、

電気料金を低減できるだけでなく様々なメリットを感じているという。
大企業だけでなく中小企業でも脱炭素の取り組みが重要になってきていると認識し、

カーボンニュートラルの実現に貢献していく。

1996年住友銀行入行。97年
大宮精機入社。総務部、営業
部等を経て、2011年より現職

金子建太郎 氏
Kentaro Kaneko

大宮精機
代表取締役社長

大宮精機では、全量自家利用の太陽光発電システム
を導入し、工場の屋根には現在100キロワットの太
陽光パネルを設置している

2024年

�温室効果ガス削減見込み�約42％�
2018年度比30%削減目標達成見込み

温室効果ガス

削減目標

2018年度比

50%

2021年

�事務所空調�
省エネ化・気密性UP

2023-2024年

高効率太陽光発電全量自家消費

太陽光発電FIT制度認定
2013年

2019年

全社照明LED化
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分
野
で
す
。
こ
こ
で
も
タ
ー
ビ
ン
を
構
成

す
る
ブ
レ
ー
ド
（
羽
）
の
放
電
加
工
を

含
む
様
々
な
金
属
加
工
技
術
を
通
じ
、

C
O
2
削
減
に
貢
献
し
て
い
ま
す
。

発
電
所
・
航
空
機
の
環
境
対
策
推
進

　
火
力
発
電
所
で
は
今
後
、
化
石
燃
料
か

ら
ア
ン
モ
ニ
ア
や
水
素
な
ど
の
新
燃
料
へ

の
切
り
替
え
が
進
み
、
C
O
2
排
出
削
減

へ
の
取
り
組
み
が
活
発
に
な
り
ま
す
。
新

燃
料
に
移
行
す
る
過
程
で
は
燃
料
を
燃
や

す
燃
焼
器
の
部
分
に
新
た
な
技
術
が
求
め

ら
れ
、
当
社
の
加
工
技
術
が
そ
れ
ら
に
貢

献
し
て
い
き
ま
す
。

　
航
空
機
エ
ン
ジ
ン
部
品
で
は
欧
米
の
大

手
エ
ン
ジ
ン
メ
ー
カ
ー
の
最
新
の
低
燃
費

エ
ン
ジ
ン
部
品
の
製
造
に
携
わ
っ
て
い
ま

す
。
こ
れ
ら
の
エ
ン
ジ
ン
は
従
来
機
と
比

較
し
て
C
O
2
排
出
量
を
最
大
25
%
程
度

削
減
し
ま
す
。
自
動
車
向
け
で
は
、
排
ガ

ス
浄
化
装
置
用
の
部
品
を
生
産
す
る
た
め

の
金
型
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

　
機
械
装
置
等
で
は
、
高
精
度
に
特
化
し

た
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ボ
プ
レ
ス
機
の
製
造
・

販
売
を
行
っ
て
い
ま
す
。
従
来
の
プ
レ
ス

機
械
で
は
実
現
で
き
な
か
っ
た
高
精
度
成

形
や
、
複
数
の
工
程
を
1
台
の
プ
レ
ス
へ

集
約
す
る
な
ど
、
プ
レ
ス
加
工
に
革
新
を

も
た
ら
し
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
次
世
代

の
燃
料
電
池
や
水
素
発
生
装
置
な
ど
に
必

要
な
金
属
セ
パ
レ
ー
タ
ー
の
成
形
も
25 

年
前
か
ら
開
発
し
て
き
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
に
多
岐
に
わ
た
る
加
工
技
術

で
発
展
し
て
き
た
当
社
で
す
が
、
最
近
新

た
な
技
術
革
新
に
挑
戦
し
て
い
ま
す
。

　
自
社
開
発
の
混
合
溶
融
機
を
活
用
し
、

廃
棄
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
資
源
循
環
を
目
指

し
た
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま
す
。
混
合

溶
融
機
は
異
な
る
材
料
を
瞬
時
に
混
錬
し

て
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
再
生
材
を
作
る
装
置
で

す
。
従
来
リ
サ
イ
ク
ル
さ
れ
て
い
な
か
っ

た
工
程
廃
材
の
再
利
用
や
廃
棄
バ
イ
オ
マ

ス
素
材
と
廃
棄
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
混
合
し

ア
ッ
プ
サ
イ
ク
ル
を
実
現
し
ま
す
。
き
っ

か
け
は
航
空
機
に
使
用
し
て
い
る
炭
素

繊
維
強
化
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
（
C
F
R
P
）

の
端
材
を
「
再
利
用
で
き
な
い
か
」
と
い

う
お
客
さ
ま
か
ら
の
相
談
で
し
た
。
再
生

材
料
を
使
い
、
お
客
さ
ま
と
と
も
に
遊
具

な
ど
の
製
品
開
発
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。

　
ま
た
、
当
社
が
参
加
す
る
高
度
マ
テ
リ

ア
ル
リ
サ
イ
ク
ル
研
究
会
で
は
、
地
方
自

治
体
が
抱
え
る
リ
サ
イ
ク
ル
問
題
の
課
題

解
決
に
向
け
産
官
学
が
共
同
で
提
案
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
包
装
材
由
来
の
再
生
材

「
放
電
加
工
」
と
い
う
言
葉
を
、
一
般
の

人
は
あ
ま
り
聞
い
た
こ
と
が
な
い
か
も
し

れ
ま
せ
ん
。
加
工
し
た
い
金
属
に
電
極
を

微
小
な
隙
間
を
持
ち
対
向
さ
せ
、
そ
こ
に

高
電
圧
を
か
け
て
人
工
的
な
「
雷
」
を
発

生
さ
せ
る
と
、
そ
の
雷
＝
放
電
に
よ
っ
て

ど
ん
な
硬
い
金
属
で
も
月
の
ク
レ
ー
タ
ー

の
よ
う
な
穴
が
掘
れ
ま
す
。
そ
の
放
電
を

1
秒
間
に
数
百
〜
数
万
回
の
速
さ
で
起
こ

す
こ
と
で
、
タ
ン
グ
ス
テ
ン
が
成
分
の
超

硬
合
金
で
も
自
在
か
つ
高
精
度
に
加
工
で

き
ま
す
。

　
放
電
加
工
機
を
世
界
に
先
駆
け
て
開
発

し
た
一
人
が
、
創
業
者
の
二
村
昭
二
で
し

た
。
1
9
9
9
年
に
は
ジ
ャ
ス
ダ
ッ
ク

市
場
に
上
場
し
、
放
電
加
工
技
術
の
パ

イ
オ
ニ
ア
と
し
て
道
を
切
り
開
い
て
き

ま
し
た
。
世
界
初
の
放
電
加
工
機
が
完
成

し
た
頃
は
、
使
い
方
が
未
知
の
領
域
だ
っ

た
こ
と
か
ら
61
年
に
当
社
を
設
立
し
、
大

手
メ
ー
カ
ー
と
と
も
に
用
途
の
開
発
を
進

め
、
金
型
製
作
へ
の
放
電
加
工
技
術
の
活

用
が
も
の
づ
く
り
に
大
き
な
革
新
を
も
た

ら
す
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
そ
れ
以
来
、

お
客
さ
ま
の
「
困
り
ご
と
」
を
解
決
す
る

企
業
と
し
て
成
長
し
て
き
ま
し
た
。

　
当
社
の
事
業
は
主
に
3
つ
の
セ
グ
メ
ン

ト
で
構
成
さ
れ
ま
す
。
主
力
が
放
電
加

工
・
表
面
処
理
と
金
型
で
、
特
に
強
い
の

が
、
天
然
ガ
ス
火
力
発
電
所
向
け
の
ガ
ス

タ
ー
ビ
ン
や
航
空
機
エ
ン
ジ
ン
向
け
の
部

品
製
造
で
す
。
火
力
発
電
所
や
航
空
機
な

ど
の
産
業
は
C
O
2
の
排
出
量
が
大
き
い

普
及
に
向
け
た
活
動
で
は
自
治
体
の
指
定

ゴ
ミ
袋
へ
の
適
用
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
ゴ
ミ
袋
に
も
品
質
規
格
が
あ
り
、

再
生
材
料
で
は
一
部
規
格
を
満
た
せ
な
い

と
い
う
ケ
ー
ス
が
、
ま
ま
あ
る
の
で
す
。

こ
の
規
格
改
定
に
向
け
た
取
り
組
み
は
、

現
在
、
同
研
究
会
に
お
い
て
関
係
機
関
に

働
き
か
け
て
い
ま
す
。

　
瞬
間
的
に
温
度
を
上
げ
、
短
時
間
で
混

合
溶
融
で
き
る
技
術
は
、
木
質
な
ど
の
素

材
の
香
り
を
生
か
し
た
製
品
を
作
る
こ
と

も
可
能
で
す
。
地
域
特
有
の
廃
棄
物
を
生

か
し
た
再
生
材
料
か
ら
、
地
域
特
有
の
新

た
な
製
品
を
生
み
出
せ
る
利
点
も
あ
り
ま

す
。
こ
う
し
た
技
術
で
「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル

社
会
に
必
要
な
も
の
づ
く
り
を
提
供
し
続

け
る
」
と
い
う
当
社
の
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
達

成
を
目
指
し
て
、
お
客
さ
ま
と
と
も
に

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
な
社
会
を
つ
く

り
上
げ
て
い
く
こ
と
に
貢
献
し
て
い
こ
う

と
決
意
を
新
た
に
し
て
い
ま
す
。

―Vol.04

放
電
精
密
加
工
研
究
所プラスチック廃材の再生機

人工雷が生んだ技術革新

1979年ジャパックス入社。90
年放電精密加工研究所入社。
2015年執行役員、18年産業メ
カトロニクス事業部長、19年取
締役、23年から現職

放電精密加工研究所
代表取締役社長

雷現象を人工的に作り出した放電加工技術のパイオニア的な存在である放電精密加工研究所。
天然ガス火力発電所向けガスタービンや航空機エンジン、自動車向けの部品製造といった主力事業に加え、

廃棄バイオマス素材と廃棄プラスチックを混錬する技術も開発中。
創業から培ってきた「イノベーションで顧客と世の中に貢献する」経営のDNAで、
カーボンニュートラル時代を見据えた次世代のものづくりを推進している。

村田 力氏
 Chikara Murata

〈事業領域〉3つの事業セグメントを6つの分野で展開

廃木材や廃プラを再生成型して作った硬貨などを乗せら
れる皿。企業のテーマカラーなど顧客の要望に応じた
着色も可能だという

エネルギー分野

交通・輸送
分野

機械設備
分野

住宅分野住宅分野

エネルギー
分野

環境分野 航空・宇宙
分野

放電加工・表面処理

金型 機械装置等

構成＝三河主門  写真＝髙田浩行

（出所：放電精密加工研究所）



● 横浜銀行が主催する、神奈川県内における
　脱炭素社会の実現に向けた取り組み
● 神奈川県を含む31自治体が参加
● プラットフォームは「調査研究」「案件共有（組成）」が2つの柱

地域脱炭素プラットフォーム

・ 主催：横浜銀行
・協力：横浜国立大学、NTTデータ経営研究所
・事務局：横浜銀行、浜銀総合研究所
・参加者： 神奈川県内自治体の脱炭素実務担当者、 

企業・大学等研究機関・非営利団体など

神奈川県と同県内の31自治体や企業・大学などが実務者レベルで
定期的に会合し、各地の社会課題解決に資する情報を共有しなが
ら連携を深めている
（出所：横浜銀行）

ショートピッチ
政策事例研究

ねらい

コンテンツ

体制

分科会

調査研究 案件共有（組成）

最新の技術・
サービス・製品、
政策事例の情報収集

産官学民の
枠を超えた
ネットワーク構築
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は
お
客
さ
ま
の
課
題
や
悩
み
に
対
し
て

「
解
決
策
」
を
提
供
す
る
こ
と
で
す
。

　

例
え
ば
、
神
奈
川
県
内
の
企
業
で
は
後

継
者
が
「
決
ま
っ
て
い
な
い
」
企
業
が
7

割
弱
も
あ
り
ま
す
。
そ
こ
で
事
業
承
継
が

で
き
る
よ
う
、
後
継
者
を
探
し
た
り
、

M
&
A
（
合
併
・
買
収
）
の
相
手
を
見

つ
け
た
り
し
ま
す
。
事
業
が
存
続
し
、
地

域
を
活
性
化
さ
せ
て
雇
用
も
守
ら
れ
る
よ

う
に
、
お
客
さ
ま
の
課
題
を
解
決
し
て
い

き
ま
す
。
こ
れ
は
地
域
に
密
着
し
て
リ

レ
ー
シ
ョ
ン
を
築
い
て
き
た
当
行
だ
か
ら

こ
そ
可
能
な
策
が
多
く
あ
る
の
で
す
。

脱
炭
素
に
関
す
る
取
り
組
み
を
支
援

―
―
そ
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
で
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
機
運
を
高
め
る
こ
と
に

も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

小
柴　

横
浜
市
に
日
産
自
動
車
の
本
社
が

あ
る
な
ど
、
神
奈
川
県
内
で
は
自
動
車
関

連
の
メ
ー
カ
ー
が
多
く
あ
り
ま
す
。
現
在

は
内
燃
機
関
系
の
部
品
を
製
造
す
る
会
社

が
多
い
の
で
す
が
、
も
し
今
後
の
主
流
が

E
V
（
電
気
自
動
車
）
に
シ
フ
ト
す
れ

ば
各
社
の
死
活
問
題
に
な
り
得
ま
す
。
そ

こ
で
各
社
の
経
営
層
や
技
術
開
発
部
門
と

も
議
論
し
な
が
ら
、
技
術
や
研
究
開
発
で

の
提
携
な
ど
も
提
案
し
て
い
ま
す
。
サ
ス

テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
時
代
に
合
う
事
業
の
持
続

性
・
継
続
性
を
探
る
の
も
当
行
の
役
目
だ

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

に
向
け
て
、
22
年
5
月
に
神
奈
川
県
の
ほ

か
県
内
33
市
町
村
の
う
ち
31
の
自
治
体
と

共
同
で
、
脱
炭
素
化
の
取
り
組
み
や
情
報

を
共
有
で
き
る
「
地
域
脱
炭
素
プ
ラ
ッ
ト

―
―
神
奈
川
県
を
中
心
に
首
都
圏
に
地
盤

が
あ
る
地
銀
最
大
手
と
し
て
の
強
み
を
、

ど
の
よ
う
に
伸
ば
し
て
い
き
ま
す
か
。

小
柴　

お
客
さ
ま
は
大
企
業
か
ら
中
堅
・

中
小
企
業
、
個
人
を
含
め
非
常
に
多
岐
に

わ
た
っ
て
い
ま
す
。
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の

高
い
方
が
多
く
、
そ
の
方
々
と
1
0
0

年
以
上
も
関
係
を
築
い
て
き
た
蓄
積
が
強

み
で
す
。
こ
の
基
盤
を
し
っ
か
り
と
固
め

て
守
る
た
め
、
本
部
直
轄
の
横
浜
市
・
川

崎
市
な
ど
の
ほ
か
、
神
奈
川
県
内
及
び
東

京
・
神
奈
川
県
外
を
７
エ
リ
ア
に
分
け
て

担
当
役
員
を
置
き
、
企
業
・
自
治
体
・
大

学
な
ど
産
官
学
金
と
の
連
携
を
図
っ
て
き

ま
し
た
。

　

2
0
1
6
年
か
ら
は
横
浜
銀
行
の
ほ

か
東
日
本
銀
行
、
神
奈
川
銀
行
を
傘
下
に

コ
ン
コ
ル
デ
ィ
ア
・
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ

ル
ー
プ
の
中
核
と
な
り
ま
し
た
。
首
都
圏

の
特
に
神
奈
川
県
は
メ
ガ
バ
ン
ク
だ
け
で

な
く
近
県
の
金
融
機
関
と
の
競
合
も
あ
り

ま
す
。
そ
こ
で
、
例
え
ば
千
葉
銀
行
な
ど

と
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
を
結
び
、
当

行
と
千
葉
銀
行
が
協
力
し
、
よ
り
大
き
な

枠
で
お
客
さ
ま
に
融
資
す
る
な
ど
提
携
関

係
を
強
化
・
拡
大
し
て
い
ま
す
。

―
―
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
に
「
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ

ン
・
カ
ン
パ
ニ
ー
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

小
柴　
「
地
域
に
と
っ
て
な
く
て
は
な
ら

な
い
金
融
グ
ル
ー
プ
で
あ
り
続
け
る
」
と

い
う
経
営
理
念
の
実
現
に
向
け
て
、
従
来

の
地
銀
の
枠
を
超
え
た
金
融
機
関
に
な
ろ

う
と
し
て
い
ま
す
。
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
と

フ
ォ
ー
ム
」
を
設
立
し
ま
し
た
。
定
期
的

に
実
務
者
会
合
を
開
い
て
自
治
体
の
課
題

や
対
応
策
を
共
有
し
、
県
内
に
ゆ
か
り

の
深
い
日
産
グ
ル
ー
プ
や
E
N
E
O
S

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
と
県
内
各
企
業
と
の

協
業
も
進
め
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
は
学
校
も
参
画
し
て
お
り
、
例

え
ば
各
家
庭
か
ら
出
た
廃
油
を
集
め
て
再

生
航
空
燃
料
（
S
A
F
）
に
す
る
取
り

組
み
も
始
め
ま
し
た
。
小
さ
な
一
歩
で
す

が
、
子
ど
も
た
ち
に
も
環
境
保
護
へ
の
意

識
・
機
運
を
醸
成
し
て
い
く
意
義
が
あ
り

ま
す
。

　

ま
た
「
E
V
カ
ー
シ
ェ
ア
」
と
い
う
事

業
も
始
め
ま
し
た
。
こ
れ
は
日
産
の
E
V

を
平
日
は
当
行
の
行
員
が
使
う
営
業
車
と

し
、
土
・
日
・
祝
日
に
は
カ
ー
シ
ェ
ア
用

に
地
域
住
民
に
貸
し
出
す
も
の
で
す
。

　

横
浜
銀
行
と
し
て
も
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
に
資
す
る
取
り
組
み
に
積
極
的
な
企

業
に
は
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・
リ
ン

ク
・
ロ
ー
ン
」
な
ど
も
用
意
し
て
い
ま
す
。

―
―
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
関
連
融
資
は
地
域
企

業
に
ど
の
よ
う
な
利
点
が
あ
り
ま
す
か
。

小
柴　

環
境
や
社
会
課
題
の
解
決
に
向
け

て
企
業
と
し
て
目
標
値
を
設
定
し
て
も
ら

い
、
達
成
度
に
応
じ
て
金
利
等
の
条
件
を

有
利
に
し
て
い
く
こ
と
も
可
能
な
融
資
で

す
。
環
境
問
題
な
ど
に
貢
献
で
き
る
と
い

う
企
業
の
意
識
を
高
め
る
狙
い
で
し
た
。

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
の
意
義
は
理
解
し
て

い
て
も
、「
何
を
す
れ
ば
よ
い
か
分
か
ら

な
い
」
と
い
う
企
業
が
多
い
の
も
実
情
で

す
。
30
年
ま
で
に
関
連
で
2
兆
円
の
融
資

を
目
標
と
し
ま
し
た
が
、
既
に
こ
れ
を
達

成
。
現
在
は
目
標
を
4
兆
円
に
引
き
上
げ

て
い
ま
す
。

―
―
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
の
拡
充
に

向
け
た
今
後
の
展
望
を
教
え
て
く
だ
さ
い
。

小
柴　

地
域
の
発
展
に
寄
与
す
る
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
、
ど
の
支
店
で
も
現
場

レ
ベ
ル
で
提
供
で
き
る
よ
う
な
仕
組
み
づ

く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。
そ
れ
に
は
、

や
は
り
人
材
の
強
化
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

A
I
（
人
工
知
能
）
で
業
務
効
率
化
は

で
き
て
も
、
お
客
さ
ま
が
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ

テ
ィ
を
推
進
す
る
に
は
生
身
の
人
間
が
背

中
を
押
し
て
い
か
な
い
と
成
り
立
ち
ま
せ

ん
。
人
の
心
を
動
か
す
人
材
を
、
さ
ら
に

充
実
さ
せ
て
い
く
の
が
課
題
で
す
。

―Vol.04

横
浜
銀
行
取
締
役
常
務
執
行
役
員  

小
柴
裕
太
郎 

氏

地
域
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
拡
充
へ

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
企
業
の
本
領
発
揮

上智大学法学部卒業。1989年横浜銀行入行。2019年執行役員。21年コンコル
ディア・フィナンシャルグループ執行役員。同年横浜銀行常務執行役員。22
年より現職

国
内
の
地
方
銀
行
で
最
大
手
の
横
浜
銀
行
は
、

顧
客
の
課
題
解
決
を
押
し
進
め
る
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

地
域
経
済
の
維
持
・
発
展
と
と
も
に
、

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
で
新
時
代
に
資
す
る
企
業
へ
の
転
換
を
後
押
し
し
て
い
く
。
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の
未
利
用
地
へ
の
大
型
の
太
陽
光
発
電
設

備
の
導
入
や
、
太
陽
光
発
電
と
農
業
を
両

立
さ
せ
る
「
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」

の
普
及
な
ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の
向

上
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
創
出
に
向
け
て
、
環
境

省
の
水
素
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
実
証
事

業
に
参
加
し
、
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及

に
向
け
た
取
り
組
み
も
行
っ
て
お
り
、
17

年
に
日
立
製
作
所
、
丸
紅
、
み
や
ぎ
生
協

と
共
同
で
応
募
し
て
採
択
さ
れ
ま
し
た
。

み
や
ぎ
生
協
の
物
流
セ
ン
タ
ー
屋
上
に
設

置
し
た
太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
で
作
っ
た
電

気
で
水
を
電
気
分
解
し
、
水
素
を
製
造
し

ま
す
。
水
素
を
取
り
込
む
性
質
の
あ
る
合

金
（
水
素
吸
蔵
合
金
）
に
、
低
圧
で
貯
蔵

す
る
こ
と
で
危
険
物
に
該
当
せ
ず
、
野
菜

な
ど
の
食
品
と
一
緒
に
安
全
に
運
搬
す
る

こ
と
が
で
き
、
燃
料
電
池
と
し
て
実
証

施
設
の
電
力
需
要
を
賄
っ
て
い
ま
す
。

今
後
は
水
素
を
活
用
し
た
燃
料
電
池
車

（
F
C
V
）
や
燃
料
電
池
バ
ス
・
ト
ラ
ッ

ク
（
F
C
バ
ス
・
ト
ラ
ッ
ク
）
へ
の
活

用
も
見
据
え
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活

用
は
、
将
来
の
持
続
可
能
な
社
会
に
向
け

た
大
き
な
一
歩
と
な
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

市
民
の
環
境
意
識
を
啓
発

―
―
市
民
に
対
し
て
環
境
意
識
の
啓
発

や
教
育
を
ど
の
よ
う
に
進
め
て
い
ま
す
か
。

若
生
　
環
境
問
題
を
解
決
す
る
に
は
、
行

政
だ
け
で
な
く
市
民
一
人
ひ
と
り
の
意
識

―
―
「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
」
の
ビ
ジ
ョ

ン
に
つ
い
て
聞
か
せ
て
く
だ
さ
い
。

若
生
　
富
谷
市
は
2
0
2
1
年
に
「
ゼ

ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
」
を
宣
言
し
、
50
年

ま
で
に
市
全
体
で
C
O
2
排
出
量
を
実
質

ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
私
自
身
、
環
境
問
題
に
は
強
い
関
心
を

持
っ
て
い
ま
す
。
宮
城
県
青
年
会
議
の
会

長
を
務
め
て
い
た
1
9
9
7
年
に
、
地

球
の
砂
漠
化
防
止
の
た
め
に
エ
ジ
プ
ト
の

砂
漠
で
ユ
ー
カ
リ
の
植
林
活
動
を
行
っ
た

こ
と
が
大
き
な
転
機
と
な
り
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
東
日
本
大
震
災
と
福
島
第
一
原

発
事
故
を
経
験
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
普
及
が
こ
れ
か
ら
の
未
来
に
は
不

可
欠
と
強
く
感
じ
る
よ
う
に
な
り
ま
し

た
。
2
0
1
2
年
に
は
富
谷
電
力
を
設

立
し
、
翌
年
、
大
規
模
太
陽
光
発
電
所
の

「
と
み
や
ソ
ー
ラ
ー
ガ
ー
デ
ン
」
を
建
設

し
ま
し
た
。

　
東
北
最
大
都
市
の
仙
台
市
に
隣
接
す
る

私
た
ち
の
ま
ち
は
、
ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
し

て
成
長
を
続
け
、
一
貫
し
て
人
口
が
増
加

し
て
い
ま
す
。
16
年
に
は
市
に
移
行
し
て

私
も
初
代
市
長
と
な
り
ま
し
た
。

――
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
に
向
け
て
、
ど
の
よ

う
な
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
か
。

若
生
　
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
を
実
現
す
る
た
め

13
の
戦
略
を
策
定
し
ま
し
た
。
市
全
体
の

取
り
組
み
7
項
目
と
、
産
業
部
門
や
家
庭

部
門
な
ど
で
の
6
項
目
の
戦
略
を
展
開

し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
を
推
進

し
て
い
ま
す
。
例
え
ば
市
有
地
や
市
保
有

の
向
上
と
行
動
が
非
常
に
重
要
で
す
。
市

民
の
環
境
意
識
を
高
め
る
取
り
組
み
を
積

極
的
に
行
い
、
環
境
問
題
に
取
り
組
む
た

め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
提
示
し
て
い
ま

す
。
全
世
帯
に
環
境
問
題
に
関
す
る
情
報

を
ま
と
め
た
冊
子
を
配
布
し
、
情
報
提
供

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
「
と
み
や
は
ち
み
つ
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
を
通
じ
て
自
然
と
の
共
生
を
学
ぶ

機
会
を
提
供
し
て
い
ま
す
。
市
役
所
の
屋

上
で
ミ
ツ
バ
チ
を
飼
育
し
、
子
ど
も
た
ち

が
環
境
と
生
物
多
様
性
に
つ
い
て
学
ぶ
場

を
作
っ
て
い
ま
す
。
自
然
と
の
関
わ
り
を

再
認
識
す
る
良
い
機
会
に
な
っ
て
い
て
、

特
に
次
世
代
を
担
う
若
い
世
代
へ
の
教
育

に
は
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

　
環
境
教
育
を
通
じ
て
、
市
民
全
体
が
環

境
へ
の
理
解
を
深
め
、
持
続
可
能
な
生
活

を
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
目
標
で
す
。

―
―
富
谷
市
の
未
来
像
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
聞

か
せ
て
く
だ
さ
い
。

若
生
　
今
後
の
発
展
に
向
け
て
、
環
境
保

護
と
経
済
発
展
の
両
立
を
掲
げ
、
自
然
豊

か
な
環
境
を
守
り
な
が
ら
も
、
地
域
経
済

の
活
性
化
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
例
え

ば
36 

ha
の
工
業
団
地
が
完
売
し
、
現
在

さ
ら
に
2
0
0
ha
の
新
し
い
工
業
用
地

を
整
備
し
て
い
ま
す
が
、
ビ
オ
ト
ー
プ
を

含
め
た
開
発
が
進
行
中
で
す
。
企
業
誘
致

を
進
め
雇
用
の
創
出
を
図
る
と
と
も
に
、

地
域
経
済
の
発
展
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
子
育
て
世
帯
に
対
す
る
サ
ポ
ー
ト
に
も

力
を
入
れ
て
い
ま
す
。
学
校
給
食
費
や
子

ど
も
医
療
費
の
完
全
無
償
化
を
実
施
す
る

な
ど
子
育
て
世
帯
の
経
済
的
負
担
軽
減
に

取
り
組
み
、
ま
た
「
子
ど
も
に
や
さ
し
い

ま
ち
づ
く
り
」
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
若

い
世
代
が
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
環
境

を
整
え
、「
子
ど
も
に
や
さ
し
い
ま
ち
」

だ
け
で
は
な
く
「
子
育
て
に
も
や
さ
し
い

ま
ち
」
を
目
指
し
て
、
様
々
な
取
り
組
み

を
実
践
し
て
い
ま
す
。

　
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
中

で
、
環
境
に
配
慮
し
た
生
活
イ
ン
フ
ラ
整

備
に
も
取
り
組
み
、
市
民
全
体
が
参
加
で

き
る
エ
コ
活
動
や
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

と
の
連
携
を
通
じ
て
、
地
球
温
暖
化
対
策

を
進
め
て
い
ま
す
。

　
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
と
い
う
大
き
な

目
標
に
向
け
て
、
経
済
的
に
も
環
境
的
に

も
持
続
可
能
な
都
市
を
築
き
、
富
谷
市
が

次
世
代
に
誇
れ
る
ま
ち
で
あ
り
続
け
る
た

め
に
、
市
全
体
が
一
体
と
な
っ
た
取
り
組

み
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

―Vol.04

構成＝小槌健太郎　写真＝吉澤咲子

太陽光発電により創出した電気で水を
電気分解して水素を製造し、安定した
「カセット（水素吸蔵合金）」に貯蔵し
て配送トラックで配送する。一般家庭
や店舗、公共施設（児童クラブ棟）で、
水素を燃料電池に供給して電気や熱と
して利用する
（出所：宮城県富谷市）

富谷市は2021年にゼロカーボンシティを宣言し、東北
地方で初の誓約自治体として22年に世界首長誓約/日
本に署名するなど、脱炭素の取り組みを加速している

宮城県富谷市 市長  若生裕俊 氏

水素エネルギーを推進
ゼロカーボンシティの実現で
未来に誇れるまちづくりを
宮城県富谷市は、ゼロカーボンシティ実現に向けて再生可能エネルギーを
積極的に導入するとともに、市民の啓発や次世代教育に力を入れている。
経済発展と環境保護の両立を図り、持続可能なまちづくりを進めて、
未来に誇れる都市を目指す。

家業の農業をしながら仲
間たちとブルーベリーを富
谷の特産品とする。31歳で
起業し、株式会社等8法人
を設立。県青年会議会長
や国際スローフード協会国
際理事として幅広く活躍。
2015年町長選で初当選し、
16年10月に初代富谷市長
となり、3期目を迎える。
現在は、東北市長会副会
長、宮城県市長会副会長、
宮城県市町村職員共済組
合理事長などを務める

Hirotoshi 
Wako

再生可能エネルギーを
活用した
水素サプライチェーン構築
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　G
reenBee

の
前
身
は
2
0
0
7
年
に

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
開
発
と
販
売
を
目
的
に

設
立
さ
れ
た
ビ
デ
ェ
イ
ス
株
式
会
社
だ
。

映
像
・
画
像
処
理
技
術
や
無
線
通
信
技
術

（
ワ
イ
ヤ
レ
ス
コ
ネ
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ
）、
著

作
権
保
護
技
術
な
ど
の
技
術
開
発
に
強
み

を
持
ち
、
自
社
技
術
を
活
用
し
た
ソ
フ
ト

ウ
エ
ア
を
大
手
家
電
メ
ー
カ
ー
に
ラ
イ
セ

ン
ス
し
て
き
た
。
15
年
3
月
に
は
、
東
証

マ
ザ
ー
ズ
市
場
（
現
グ
ロ
ー
ス
市
場
）
へ

の
上
場
を
果
た
し
た
。

　
代
表
取
締
役
社
長
の
岩
本
定
則
氏
は

「
保
有
す
る
デ
ジ
タ
ル
技
術
で
持
続
可
能

な
社
会
の
構
築
に
貢
献
す
る
た
め
、
24

年
4
月
に
社
名
をG

reenB
ee

に
変
更
し

た
。
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
ラ
イ
セ
ン
ス
事
業

に
加
え
て
、
新
た
に
G
X
サ
ー
ビ
ス
事

業
を
開
始
し
た
」
と
説
明
す
る
。

　
環
境
に
配
慮
し
た
姿
勢
を
表
す

「G
reen

」
と
、
社
会
性
の
高
い
生
物
の

象
徴
で
あ
る
ハ
チ
の
「Bee

」
を
組
み
合

わ
せ
た
社
名
に
し
た
。
特
に
ミ
ツ
バ
チ
は

野
菜
や
果
物
の
受
粉
を
行
っ
て
自
然
環
境

の
維
持
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
、
人
間

社
会
が
持
続
す
る
た
め
に
不
可
欠
な
存
在

だ
。
社
会
や
環
境
に
積
極
的
な
貢
献
を
目

指
す
企
業
の
姿
勢
を
示
し
て
い
る
。

再
エ
ネ
導
入
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援

　
新
た
に
立
ち
上
げ
た
G
X
サ
ー
ビ
ス

事
業
で
は
、
蓄
電
池
シ
ス
テ
ム
と
関
連
す

る
再
エ
ネ
製
品
を
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
し
、
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
か
ら
導
入
・
運
用
ま

で
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
企
業
の
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
を
支
援
す
る
。

　
再
エ
ネ
分
野
に
進
出
す
る
に
あ
た
っ

て
、
海
外
企
業
と
提
携
し
て
蓄
電
池
や

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
、
電
気
自
動
車

（
E
V
）
充
電
器
な
ど
の
ハ
ー
ド
ウ
エ
ア

製
品
を
取
り
そ
ろ
え
た
。
こ
れ
ら
ハ
ー

ド
ウ
エ
ア
製
品
を
自
社
で
開
発
し
た
エ

ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

（
E
M
S
）
で
つ
な
ぐ
の
が
、G

reenBee

の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
だ
。「
再
エ
ネ
を

E
M
S
で
一
元
管
理
で
き
る
の
が
当
社

の
強
み
で
あ
り
、
導
入
か
ら
運
用
ま
で
の

総
合
的
な
メ
リ
ッ
ト
を
お
客
さ
ま
に
提
供

で
き
る
」
と
岩
本
氏
は
言
う
。
　

再
エ
ネ
で
ウ
エ
ス
ト
グ
ル
ー
プ
と
提
携

　
脱
炭
素
分
野
の
事
業
拡
大
に
向
け
て
、

24
年
7
月
に
太
陽
光
発
電
所
開
発
の
最
大

手
で
あ
る
ウ
エ
ス
ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

と
の
資
本
業
務
提
携
を
発
表
し
た
。

　
ウ
エ
ス
ト
グ
ル
ー
プ
が
蓄
積
し
て
き
た

太
陽
光
発
電
所
の
開
発
と
運
用
に
関
す
る

豊
富
な
デ
ー
タ
や
独
自
の
ノ
ウ
ハ
ウ
と
、

G
reenB

ee

の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
力
と

A
I
に
よ
る
デ
ー
タ
活
用
や
ソ
フ
ト
ウ

エ
ア
を
掛
け
合
わ
せ
て
、
新
た
な
サ
ー
ビ

ス
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
開
発
す
る
。
ウ

エ
ス
ト
グ
ル
ー
プ
が
必
要
と
す
る
サ
ー

ビ
ス
を
共
同
開
発
す
る
こ
と
で
、
G
X

サ
ー
ビ
ス
事
業
を
早
期
に
軌
道
に
乗
せ
る

狙
い
も
あ
る
。

　
持
続
可
能
な
社
会
の
構
築
に
は
、
デ

ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
D
X
と
気
候

変
動
を
抑
制
す
る
再
エ
ネ
導
入
に
よ
る

G
X
は
不
可
欠
だ
。G

reenB
ee

は
シ
ス

テ
ム
開
発
な
ど
D
X
シ
ス
テ
ム
の
開
発

に
は
豊
富
な
実
績
が
あ
る
が
、
再
エ
ネ
導

入
に
お
い
て
顧
客
が
抱
え
る
課
題
は
分
か

ら
な
い
。
ウ
エ
ス
ト
グ
ル
ー
プ
は
顧
客
の

課
題
に
つ
い
て
は
詳
し
い
が
、
シ
ス
テ
ム

開
発
に
は
た
け
て
い
な
い
。
両
社
の
思
惑

が
合
致
し
た
。

　
岩
本
氏
は
「
D
X
が
進
展
し
な
け
れ

ば
、
G
X
の
実
現
は
で
き
な
い
。
お
互

い
の
目
指
す
方
向
性
が
合
致
し
て
提
携
は

迅
速
に
進
ん
だ
」
と
話
す
。

　
共
同
開
発
す
る
の
が
「
ウ
エ
ス
ト 

サ

ス
テ
ナ
ブ
ル 

シ
ュ
プ
リ
ー
ム 

サ
ジ
ェ
ス

チ
ョ
ン
」
だ
。
自
家
消
費
型
の
産
業
用
太

陽
光
発
電
所
請
負
事
業
で
ウ
エ
ス
ト
グ

ル
ー
プ
が
蓄
積
し
た
見
積
も
り
情
報
や
施

工
実
績
、
現
場
の
経
験
や
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど

を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
す
る
。G

reenB
ee

の
最
新
技
術
を
活
用
し
て
、
個
々
の
需
要

家
に
対
す
る
見
積
書
や
提
案
書
を
、
過
去

の
機
能
を
順
次
導
入
し
て
い
く
。

　
電
力
を
需
要
家
の
受
電
設
備
に
供
給
す

る
発
電
・
変
電
・
送
電
・
配
電
を
統
合
し

た
送
電
網
・
配
電
網
の
電
力
系
統
に
お
い

て
、
再
エ
ネ
の
大
量
導
入
に
は
課
題
が
あ

る
。
電
力
系
統
に
流
せ
る
電
気
の
容
量
は

決
ま
っ
て
い
て
、
系
統
の
空
き
容
量
が
な

け
れ
ば
再
エ
ネ
発
電
所
か
ら
系
統
に
接
続

で
き
な
い
と
い
っ
た
問
題
が
発
生
す
る
。

　
電
気
事
業
者
が
無
償
で
太
陽
光
発
電

設
備
を
設
置
し
、
発
電
し
た
電
気
を
企

業
が
購
入
し
て
使
う
P
P
A
（Pow

er 

Purchase A
greem

ent

：
電
力
販
売
契

約
）
も
普
及
し
て
き
た
。
自
社
の
敷
地

内
に
発
電
設
備
を
設
置
す
る
「
オ
ン
サ

イ
ト
P
P
A
」
や
、
遠
隔
地
な
ど
敷
地

外
の
電
力
を
購
入
す
る
「
オ
フ
サ
イ
ト

P
P
A
」
な
ど
再
エ
ネ
の
導
入
方
法
に

も
違
い
が
あ
る
。

　
需
要
家
か
ら
は
、
発
電
し
た
電
力
を
自

家
消
費
す
る
だ
け
で
な
く
、
売
電
し
た

い
と
い
う
要
望
が
出
る
こ
と
も
あ
る
。

E
M
S
を
一
律
に
提
供
す
る
の
で
は
な

く
、
需
要
家
ご
と
に
個
別
最
適
化
し
た
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
す
る
こ
と
も
必
要

に
な
る
。

　
岩
本
氏
は
「
ま
ず
太
陽
光
発
電
分
野
で

実
績
を
積
み
重
ね
、
26
年
に
は
風
力
発
電

な
ど
新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
領
域
で
の
サ
ー

ビ
ス
の
展
開
を
目
指
す
。
再
エ
ネ
市
場
で

革
新
的
な
サ
ー
ビ
ス
を
継
続
し
て
提
供

し
、
持
続
可
能
な
未
来
の
構
築
に
貢
献
し

て
い
き
た
い
」
と
意
気
込
む
。

の
豊
富
な
デ
ー
タ
か

ら
定
型
化
し
て
営
業

効
率
を
高
め
る
D
X

シ
ス
テ
ム
だ
。

　
再
エ
ネ
の
需
要
家

に
向
け
た
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
取

り
組
み
を
支
援
す
る

ト
ー
タ
ル
パ
ッ
ケ
ー

ジ
商
品
「
ウ
エ
ス
ト

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
」
の
開
発

も
進
め
る
。
こ
れ
ま
で
の
運
用
実
績
で
蓄

え
た
情
報
を
A
I
で
分
析
し
、
再
エ
ネ

の
充
放
電
を
最
大
限
効
果
的
に
運
用
す

る
。
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
劣
化
に
よ
る
発
電

状
況
を
収
集
し
、
機
器
交
換
な
ど
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
に
関
わ
る
情
報
を
予
測
し
て
、
運

用
業
務
を
自
動
化
す
る
管
理
シ
ス
テ
ム
を

共
同
開
発
す
る
。

　
太
陽
光
発
電
所
の
簡
易
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
が
行
え
る
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
や
、

自
己
託
送
の
た
め
の
発
電
・
需
給
予
測
、

蓄
電
池
の
最
適
運
営
の
た
め
の
需
給
管
理

な
ど
の
シ
ス
テ
ム
も
共
同
開
発
す
る
予
定

だ
。

デ
ジ
タ
ル
技
術
で
G
X
を
推
進

　G
reenB

ee

は
今
後
、
蓄
電
池
関
連
シ

ス
テ
ム
の
販
売
を
通
じ
て
、
G
X
サ
ー

ビ
ス
事
業
の
中
心
と
な
る
E
M
S
を
よ

り
高
度
化
さ
せ
て
い
く
。
具
体
的
に
は

A
I
を
活
用
し
て
電
力
需
要
の
予
測
や

自
動
制
御
化
、
蓄
電
池
の
健
康
管
理
な
ど

―Vol.04

構成＝小槌健太郎　写真＝吉澤咲子

GreenBee

高効率な再エネ運用をEMSで実現
持続可能な社会の構築に貢献する

2024年4月にGreenBeeに社名を変更し、新たにGXサービス事業を開始した。
創業以来培ってきたソフトウエア開発の強みを生かし、

ウエストグループと再エネ導入のソリューションを共同で開発する。
新社名に掲げた社会や環境への積極的な貢献を目指す。

岩本定則
Sadanori Iwamoto

1971年生。96年ニチメン電子部品
（現イーグローバレッジ）プロダクト
マネージャー、2002年インタービデ
オジャパン（現コーレル）セールスシ
ニアディレクター、08年ビデェイス
（現GreenBee）営業本部長、10年取
締役セールス・アンド・マーケティ
ング本部長、15年常務取締役、情報
スペース取締役、16年タオソフトウェ
ア取締役（現任）、17年より現職

代表取締役社長

 

（出所：GreenBee）
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2
0
2
4
年
6
月
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進

協
議
会
の
増
山
壽
一
代
表
理
事
が
中
国
北
京
市
を
訪
問
し

ま
し
た
。

　

北
京
経
済
技
術
開
発
区
自
動
車
専
門
委
員
会
の
招
聘
に

よ
り
、
北
京
市
の
水
素
開
発
特
別
区
や
電
気
自
動
車
開
発

の
R
＆
D
セ
ン
タ
ー
を
視
察
し
、
相
手
先
企
業
の
幹
部

の
皆
さ
ま
と
意
見
交
換
を
重
ね
ま
し
た
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
影
響
も
あ
り
、
北
京
市
へ
の
訪

問
は
実
に
10
年
以
上
ぶ
り
で
し
た
。
そ
の
間
、
22
年
に
は

冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
が
開
催
さ
れ
、
北
京
市
は
世
界
の
主

要
都
市
と
し
て
の
風
格
と
実
質
を
兼
ね
備
え
た
都
市
へ
と

発
展
し
て
い
ま
し
た
。

　

視
察
で
訪
れ
た
先
で
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
新

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
の
技
術
開
発
に
か
け
る
政
府
と
北
京

市
、
そ
し
て
企
業
の
方
々
の
熱
い
思
い
を
ひ
し
ひ
し
と
感

じ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

米
中
対
立
が
激
化
す
る
中
、
具
体
的
な
議
論
が
な
か
な

か
進
ま
な
い
日
中
経
済
関
係
に
お
い
て
、
世
界
的
な
課
題

で
あ
る
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
分
野
は
両
国
が
し
っ

か
り
と
W
i
n

‒

W
i
n
の
関
係
を
構
築
で
き
る
領
域
で

あ
り
、
A
S
E
A
N
な
ど
の
第
三
国
市
場
で
の
発
展
の

起
爆
剤
に
な
る
と
改
め
て
実
感
し
た
そ
う
で
す
。

　

特
定
非
営
利
活
動
法
人
C
o
C
o
Lo
の
協
力
会
社
で
あ

る
ウ
エ
ス
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
は
、
金
融
機

関
よ
り
紹
介
さ
れ
た
取
引
先
を
対
象
に
、
自
家
消
費
型
太

陽
光
発
電
設
備
、
省
エ
ネ
設
備
の
導
入
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

通
常
の
電
気
や
設
備
を
使
用
し
た
場
合
と
比
較
し
、

当
該
設
備
を
導
入
す
る
こ
と
で
削
減
で
き
た
C
O
2
量

を
国
の
J

‒

ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
の
仕
組
み
を
利
用
し
て

経
済
的
価
値
に
変
換

し
、
そ
の
収
益
を
自

治
体
等
の
子
育
て
支

援
事
業
や
、
植
林

事
業
へ
寄
附
す
る

「
C
o
C
o
L
o
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
の
活
動

を
行
っ
て
い
ま
す
。

TOPICS

増山代表理事が中国北京市を視察

大興国際水素エネルギーモデル区を訪問した増山
代表理事（左から三番目） 

水素エネルギーで
走る電動自転車

生活困窮等の困難
を抱える若者を支
援する「かながわつ
ばさプロジェクト」
へ寄附金を贈呈。
黒岩神奈川県知事
（右から二番目）と
吉國CoCoLo副理事
（右から三番目）

 「三重県子ども基金」へ寄附金を贈呈。
一見三重県知事（右）と吉國CoCoLo
副理事（左）

クレジット化済み
地域別CO2削減量（t-CO2）

北海道 111.804 
青森県 158.819 
岩手県 1418.134 
秋田県 100.408 
宮城県 393.450 
山形県 3623.304 
福島県 1685.222 
茨城県 715.435 
栃木県 809.181 
群馬県 704.004 
埼玉県 615.601 
千葉県 1148.850 
東京都 444.451 
神奈川県 1065.049 

山梨県 1156.369 
静岡県 1146.433 
長野県 1554.433 
岐阜県 104.909 
愛知県 1024.855 
三重県 440.108 
新潟県 1015.414 
富山県 58.048 
滋賀県 137.621 

岡山県 1022.040 
鳥取県 153.880 
広島県 2383.258 
島根県 330.725 
山口県 278.737 
香川県 257.346 
徳島県 144.511 
高知県 42.921 
福岡県 843.248 
佐賀県 838.333 
大分県 63.441 
熊本県 156.682 

―Vol.04

1

2『サステナブルファイナンス
最前線』

『インパクト投資入門』

ESG投資やグリーンファイナンスなどの動向を詳し
く解説する。金融政策や金融機関、研究機関、シン
クタンク、コンサルティングなどの分野でサステナブ
ルファイナンスに関わる10人の編著者が、それぞれ
の立場から国際的な枠組みや日本政府の取り組み、
インパクト投資の現状など、その背景や関連するス
テークホルダー、情報開示の在り方などについて幅
広い視点で描き出す。参考文献等も豊富に提示さ
れ、概念を理解して今後の展望を得るのに役立つ。

10年近くにわたりインパクト投資の調査研究や情報
発信に関わってきた著者が、海外の事例を盛り込
んでインパクト投資の最新動向について解説する。
「インパクト投資とは何か」「なぜ今、本格化してい
るのか」「投資によるリターンは生み出せているのか」
「インパクト企業の成長の形態」など、インパクト投
資の疑問に答える。投資をする側の金融機関や、
事業会社、起業家など投資を受ける側にとっても、
インパクト投資の現状を知る上で最適な一冊。

気候変動課題を解決して低炭素、脱炭素社会に移行するには、金融の役割が重要です。
サステナブルファイナンスの中でも、環境・社会課題の解決を通じて、

地球や社会に対して「良いインパクトを生み出す」インパクト投資が注目されています。
今号の特集の監修者である大和総研金融調査部ESG調査課長の太田珠美氏に、

サステナブルファイナンスやインパクト投資に関連する書籍を紹介してもらいました。

水口剛、高田英樹ほか 編著
一般社団法人 金融財政事情研究会

須藤奈応 著
日本経済新聞出版

気候変動についてもっと知る！

TOPICS

再生可能エネルギーと
省エネで、SDGsを推進する
「CoCoLoプロジェクト」

クレジット化済み削減量合計
26,300.904 t-CO2

クレジット化合計
53,611,760 円
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